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情報公開法の制定から13年
－TAINSには開示された情報が満載－
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はじめに

平成１３年、情報公開法が制定されて

から、１３年が経過しました。

いま、ＴＡＩＮＳの税法データベー

スで詳細検索を選び、「情報公開」と入

力すると、５，７７３件もの情報が収録さ

れています（平成２６年３月２４日現在）。

Ⅰ 判決の概要

判決２８１件中２０１件は、後に税務大学

校のホームページに公表されています

が、残りは、最新の平成２４年・２５年判

決のほか、刑事事件、徴収事件、地方

税の事件などで、情報公開法によらな

ければ手に入れることができなかった

情報、雑誌等にも掲載されなかった貴

重な情報です。

Ⅱ 裁決の概要

情報公開法によって入手した裁決

１，１７９件中、４２件は、その後、裁決事

例集に収録され、公表された情報で、

残りの１，１３７件が非公開裁決です。

非公開裁決の開示請求に当たって

は、納税者の主張が認容された事例を

中心に開示請求を行っておりますの

で、非公開裁決の認容割合は、現在

６６．８％となっています。裁決の結果は

国税通則法１０２条１項により、関係行

政庁を拘束しますから、調査の現場で

は納税者の権利救済のために活用さ

れ、大変、役に立っています。

Ⅲ 通達

「その他」の税目に収録されている

１，６００件を超える内部通達の中には、

国税通則法の改正以後劇的に変わった

税務調査関係の注目される情報が数多

く収録されています。

昨年４月号の解体新書では、下記の

とおり、税務調査手続に関する３件の

情報の検索方法をお伝えしました。

①税務調査手続等の試行の先行実施に
ついて（平成２４年３月２６日 東京国
税局長）
キーワード「先行実施」………→２件

②調査手続等に関する当面の事務実施
要領（平成２４年９月２０日 国税庁長
官）
キーワード「事務実施要領」…→１３件

③税務調査手続に関するＦＡＱ（平成
２４年１１月 国税庁課税総括課）
税区分 その他、情報区分 通達
キーワード「ＦＡＱ」…………→８件

その後、メールニュースでも逐次お

知らせしているとおり、情報公開法に

基づく開示請求の結果、引き続き新し

い情報が下記のとおり数多く収録され

ています。

④「内国税に関する資料情報事務の事
務提要の制定について」の一部改正
について（事務運営指針）【事務手続
編】平成２５年６月２６日
税区分 その他、情報区分 通達
キーワード「資料情報事務提要」１１件

⑤「課税総括課情報第３号質問応答記
録書作成の手引について（情報）」
平成２５年６月２６日国税庁

税区分 その他 情報区分 通達
キーワード 「質問応答記録書」２件

⑥「課税処分に当たっての留意点」争
点整理表作成のポイント等です。
税区分 その他 情報区分 通達
キーワード 「課税処分留意点」→１件

次に最近収録された判決・裁決のう

ち、実務の参考になる事例を紹介します。

Ⅳ 最新判決の紹介

役員退職給与／任意団体のデータによ
る最高功績倍率３．０適用の可否
Ｚ８８８－１７７８ 東京高裁
（棄却）（上告・上告受理申立て）
Ｈ２５－０７－１８ 東京高裁判決

１．事案の概要

この事件は、控訴人Ａ社が、本件事

業年度中にＡ社を死亡退職したＡ社の

元代表取締役甲に支給した役員退職給

与の額を損金の額に算入して確定申告

をしたところ、飯田税務署長から、役

員退職給与のうち不相当に高額な部分

の金額については損金の額に算入され

ないとして、更正処分等を受け、Ａ社

が、役員退職給与の額は相当であると

して、更正処分等の取消しを求めた事

案で、東京高裁は、次のように判断し

て、原審の判断を維持し、Ａ社の請求

を棄却しました。

２．裁判所の判断

そもそもＴＫＣデータは、税理士及

び公認会計士からなる任意団体である

ＴＫＣ全国会が各会員に対して実施し

たアンケートの回答結果から構成され

ており、その対象法人はＴＫＣ全国会

の会員が関与しているものに限られて

いる上、原告が用いた抽出基準は、そ

の抽出対象地域について何ら限定する

ことなく全国としており、日本標準産

業分類の大分類とするものであって、

原告の基幹事業であるとは認められな

い金融業・保険業が基幹の事業である

ことを条件としている上、中分類や小

分類の存在を考慮しておらず、被告が

用いる抽出基準に比べ対象地域及び業

種の類似性の点において劣るものとい

わざるを得ず、ＴＫＣデータ同業類似

法人の最高功績倍率である３．０倍を基

礎とすべきであるとの原告の主張は採

用することができない。

Ⅴ 最新裁決の紹介

生保外務員が支払った販売促進費

は、いわゆるバックリベートであ

り、領収証等の直接証拠はない

が、具体的かつ客観的な複数の間

接証拠により支払の事実が推認さ

れ、かつ、業務関連性を有し、業

務の遂行上必要であるものと認め

られるから、これを必要経費に算

入することができるとした事例

（一部取消し・棄却）

Ｆ０－１－５２８ Ｈ２５－０６－０６

非公開裁決

１．事案の概要

この事件は、生命保険外務員であっ

た請求人甲が、生命保険契約者である

法人の理事長に対して支払った現金を

販売促進費として必要経費に算入し、

所得税及び消費税等の確定申告をした

ところ、原処分庁が、この販売促進費

には支払の事実が認められないとし

て、更正処分をしたという事案です。

２．裁判所の判断

原処分庁は、販売促進費の支払は、

保険業法３００条１項５号で禁止されて

いる行為であり、業務関連性があるも

のとは認められない旨主張する。

この点、保険料の割引、割戻しその

他特別の利益の提供は、保険業法で禁

止されている行為であり、保険契約の

締結又は保険募集業務の遂行上、通常

かつ一般的に行われているとはいえな

いが、特に本件では、販売促進費には

業務関連性及び必要性が認められると

ころ、業務の遂行上必要な経費であれ

ば、それがたとえ違法ないし不正な支

出であったとしても、別段の定めがな

い限り、必要経費への算入が認められ

るべきであって、本件のような支出に

ついて、所得税法上別段の定めがない

ことは明らかであることからすれば、

原処分庁の主張は採用できない。

収録内容に関するお問合せは、

データベース編集室へ
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